
品川区ものづくり企業立地継続支援事業助成金交付要綱 

制定 平成27年３月30日区長決定  要綱第176号 

改正 平成29年３月30日区長決定 要綱第44号 

（目 的） 

第１条 品川区ものづくり企業立地継続支援事業助成金（以下「助成金」とい

う。）は、品川区（以下「区」という。）内での操業の継続または開始を希

望する都内中小企業者等が行う操業環境の改善を図る取組（以下「操業環境

改善事業」という。）に対し、必要な助成金を交付することにより、都内も

のづくり企業等の品川区内における立地継続を支援するとともに、区内もの

づくり産業の維持・発展を図ることを目的とする。なお、この助成金は、東

京都（以下「都」という。）の都内ものづくり企業立地継続支援事業費補助

金を財源の一部とするものである。 

（定 義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。  

（１） 「ものづくり企業等」とは、製造業または機械修理業、ソフトウェア

業、デザイン業、機械設計業その他の工業製品の設計、製造もしくは修理

と密接に関連する事業を営む者とする。 

（２） 「都内中小企業者等」とは、次に掲げるいずれかの要件を満たすもの

で、都内に登記された事業所又は工場を有し、引き続き１年以上操業してい

る者であって、前号に規定するものづくり企業等とする。 

ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に定める中小企

業者であり、大企業が実質的に経営に参画していないこと。ただし、ゴ

ム製品製造業（一部を除く。）は資本規模３億円以下または従業員９０

０人以下の者、ソフトウェア業及び情報サービス業については、資本規

模３億円以下又は従業員３００人以下の者であること、なお、「大企業

が実質的に経営に参画」とは、次に掲げる事項のいずれかに該当する場

合をいう。 

(ｱ) 大企業（中小企業基本法第２条に定める中小企業者以外の事業者をい

う。以下同じ。）が単独で発行済株式総数または出資総額の２分の1以上

を所有または出資していること。 

(ｲ) 大企業が複数で発行済株式総数または出資総額の３分の２以上を所

有または出資していること。 

(ｳ) 役員総数の２分の1以上を大企業の役員または職員が兼務しているこ

と。 

(ｴ) その他大企業が実質的に経営に参画していると考えられること。 

イ 中小企業等協同組合法に基づく組合（事業協同組合等）または中小企 

業団体の組織に関する法律に基づく中小企業団体（協同組合等）であっ



て、その構成員半分以上が、都内に主たる事業所を有する中小企業であ

るもの。 

ウ  一般財団法人、一般社団法人及び特定非営利活動法人 

（３） 「操業環境改善事業」とは、別表１に掲げる、工場の操業により生じ

る騒音、悪臭及び振動等に関して近隣住民等へ配慮することを目的とした

工場の改修、工場の移転及び設備更新・導入事業をいう。ただし、他の助

成金等を一部財源とする事業を除く。 

（４） 「工場」とは、生産設備等を備え経常的に主たる生産業務を行う事業

所、または簡易な加工等を行う作業場をいう。 

（助成対象事業者） 

第３条 この助成金の対象となる者（以下「対象事業者」という。）は次に掲

げるすべてを満たす者とする。 

（１）次のいずれかに該当する都内中小企業者等であること。 

ア 区内に工場を有し、区内において１年以上操業する製造業者 

イ 過去に区内で１年以上操業しており、現在も都内で操業し、次条第３号

に規定する期間内に品川区に工場移転を完了する製造業者 

（２）法人住民税および事業税を滞納していないこと。 

（助成金の交付対象） 

第４条 助成金は、対象事業者が行う操業環境改善事業に必要な別表２に掲げ

る経費（以下「助成対象経費」という。）のうち、品川区長（以下「区長」

という。）が特に必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内におい

て、対象事業者に交付するものとする。 

２ 前項の助成金は、対象事業者が行う操業環境改善事業の助成対象経費の

総額が１００万円以上のものを対象とする。 

３ 前項に規定する対象事業者が行う操業環境改善事業は、区長が交付決定

をした日以降に実施された事業で、交付決定の日から別に定める期日まで

の期間に実施完了した事業とする。 

（助成金の額） 

第５条 区が対象事業者に交付する助成金の額は、以下の方法により算出され

る額とする。 

（１） 対象事業者が行う操業環境改善事業の助成対象経費の４分の3以内の額

（負担割合：都４分の２、区４分の１）、または助成限度額３７５万円（負

担額：都２５０万円、区１２５万円）のいずれか低い額とする。ただし予算

額及び申請件数に応じて区長が助成金の額を調整する場合がある。 

（２） 別表１に掲げる操業環境改善事業を複数実施する場合の補助限度額も

前号に定める額とする。 

（３） 別表１に掲げる移転事業のうち、一時移転を行う場合において、一時



移転と現工場への移転がそれぞれ異なる年度に実施される場合については、

それぞれの補助額の合計額が第１号に定める額の範囲内とし、他の操業環境

改善事業の経費を補助対象経費に含める場合は、第１号及び第２号に定める

補助限度額の規定の両方を適用するものとする。 

（４） 別表１に掲げる設備更新・導入事業において、設備の更新を行う際に

現に使用する生産に要する設備等を処分することにより収入があった場合は、

その収入額のうち消費税及び地方消費税に係る額を除いた額を補助対象経費

から除くものとする。 

（助成金の交付申請） 

第６条 対象事業者は、助成金の交付を受けようとするときは、区長が定める

期日までに、助成金交付申請書（第１号様式）を、必要な書類を添えて、区

長に提出しなければならない。 

（審査会の設置） 

第７条 区長は、前条で定める助成金交付申請等の審査のため、品川区ものづ

くり企業立地継続支援事業助成金交付審査会（以下「審査会」という。）を

設置する。 

２ 前項に規定する審査会の組織および運営に関し必要な事項は、区長が別に

定める。 

（助成金の交付決定） 

第８条 区長は、第６条の助成金交付申請書の提出を受けたときは、前条で定

める審査会を開催してその内容等を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、

助成金交付の可否の決定を行うものとする。 

２ 区長は、前項に規定する助成金交付の可否について、助成金交付可否決定通

知書（第２号様式）により、申請を行った事業者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の通知に際して、必要な条件を付することができる。 

４ 助成金の交付決定の額は、第５条の規定により算出する額（１千円未満

の端数は切り捨て）とする。 

５ 第２項の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、第４条第

３項に定める期間内に、当該事業計画に基づき、交付決定を受けた操業環

境改善事業（以下「助成事業」という。）を実施し、完了させるものとす

る。 

（申請の取下げ） 

第９条 助成事業者は、前条の交付決定の内容またはこれに付された条件に不

服があるときは、交付決定の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記

載した書面を区長に提出することにより、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項に規定するほか、交付申請後に申請を取り下げようとするときは、



遅滞なくその旨を記載した書面を区長に提出しなければならない。 

（助成事業の変更等） 

第１０条 助成事業者は、助成事業の内容を変更しようとする場合または中止

しようとする場合は、必要な書類を添えて変更等承認申請書（第３号様式）

を、あらかじめ区長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 区長は、前項の承認に際して、必要な条件を付することができる。 

３ 区長は、第1項の申請について審査し、その承認（これに付する、前項に

規定する条件を含む。）または不承認を、変更等承認（不承認）通知書（第

３号様式の２）により助成事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 助成事業者は、区長が定める期限までに、必要な書類等を添えて実

績報告書（第４号様式）を区長に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第１２条 区長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審

査し、現地調査等を行い、その報告に係る助成事業の成果が、助成金の交付

決定の内容およびそれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき

助成金の額を確定し、助成金交付額確定通知書（第５号様式）により助成事

業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により交付すべき助成金の額は、第５条の規定により算出す

る額（１千円未満の端数は切り捨て）とする。 

３ 区長は、助成事業者に対し、第１項の審査に必要な報告、書類の提出を

求めることができる。 

（是正のための措置） 

第１３条 区長は、前条第１項の審査の結果、助成事業の成果が助成金の交付

決定の内容およびこれに付した条件に適合しないと認めるときは、助成事業

者に対し、当該助成事業につき、これらに適合させるための措置を命じるこ

とができる。 

２ 前項に規定する命令に対して助成事業者が必要な措置をした場合には、

前条の規定により処理する。 

（助成金の支払等） 

第１４条 区長は、第１２条第１項の規定により交付すべき助成金の額を確定

した後、助成事業者からの請求に基づき、助成金を支払うものとする。 

２ 助成事業者は、前項の規定により助成金の支払を受けようとするときに

は、助成金交付請求書（第６号様式）を区長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 



第１５条 区長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当する場合、助成金

の交付決定の全部または一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成金を他の用途に使用したとき。 

（３）助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令または助

成金の交付決定に基づく命令に違反したとき。 

（４）第３条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

（５）区長が事業の実施を不適当と認めるとき。 

（助成金の返還） 

第１６条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合にお

いて、助成事業の当該取消に係る部分に関し、既に助成事業に助成金が支払

われているときには、期限を定めて助成事業者にその返還を命じるものとす

る。 

（報告の義務） 

第１７条 第１４条の助成金の交付を受けた助成事業者は、助成事業の完了し

た日の属する会計年度の終了後３年間、助成事業の対象となった工場の操業

状況について、操業状況報告書（第７号様式）およびその他区長が必要と認

める書類を指定する期日までに区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項に定めるもののほか必要と認める場合は、助成事業の完了

した日の属する会計年度の終了後５年間報告を求めることができるほか、

実地検査を行うことができる。 

（助成金の経理等） 

第１８条 助成事業者は、助成事業に係る経理について収支の事実を明らかに

した証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を助成事業者が行う助成事業が

完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存するものとする。 

（操業の継続） 

第１９条 助成事業者は、助成事業の完了した日の属する会計年度の終了後５

年間は、区内にて継続して操業するよう努めなければならない。 

（取得財産等の管理および処分） 

第２０条 助成事業者は、助成事業により取得し、または効用の増加した財産

（以下「取得財産等」という。）について台帳を設け、その管理状況を明ら

かにしなければならない。 

２ 助成事業者は、取得財産等については、助成事業の完了後においても、

善良な管理者の注意をもって管理し、助成金の交付目的に従って、その効

率的運営を図らなければならない。 

３ 助成事業者は、助成事業者が、取得財産等のうち、取得価格または効用



の増加した価格が５０万円以上のものについて、助成金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、または担保にしよう

とするときは、取得財産等処分承認申請書（第８号様式）をあらかじめ区

長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該取得財産等

が減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年3月31日付号外大蔵省

令第15号）に規定する年数を経過している場合は、この限りでない。 

４ 区長は、前項の規定により承認を受けた助成事業者が当該取得財産等を

処分することにより収入があり、またはあると見込まれる場合は、交付し

た助成金の全部または一部に相当する金額を納付させるものとする。 

（検査） 

第２１条 助成事業者は、区長が助成事業者の行う助成事業の運営および経理

等の状況その他の必要な事項について報告等を求めた場合には、これに応じ

なければならない。 

２ 都知事はこの要綱で活用する都内ものづくり企業立地継続支援事業費補

助金交付要綱における権限の範囲内において、助成事業者に対し、助成事

業の状況および経理の収支等について、調査することができる。 

（違約金および延滞金の納付） 

第２２条 第１５条の規定により助成金の交付決定の全部または一部の取消し

を行い、第１６条の規定により助成金の返還を命じたときには、区長は、助

成事業者が助成金を受領した日から返還の日までの日数に応じ、助成金の額

（一部を返還した場合のその後の期間において既返還額を控除した額）につ

き年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場

合を除く。）を助成事業者に納付させなければならない。 

２ 助成金の返還を命じた場合において、助成事業者が定められた納期日ま

でに助成金を納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日

数に応じ、その未納額につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した

延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３

６５日当たりの割合とする。 

（違約加算金の基礎となる額の計算） 

第２３条 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、

助成事業者の納付した金額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その

納付金額は、まず当該返還を命じた助成金の額に充てるものとする。 

（延滞金の基礎となる額の計算） 

第２４条 第２２条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、

返還を命じた助成金の納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日



以降の期間に係る延滞金の基礎となる未納付額は、その納付金額を控除した

額による。 

(その他) 

第２５条 助成金の交付に関し、この要綱に定めのない事項は、区長が別に定

める。 

付 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 



別表１（第２条第３号関係） 都内中小企業者等が行う操業環境改善事業 

１ 工場の改修事業 

操業環境の改善を目的（防音・防臭・防塵・防振等）として行われる次の改修事業 

① 区内の現工場の改修ただし、新増築を含まない。 

② 区内移転先工場の改修。ただし、新増築を含まない。 

２ 工場の移転事業 （一部移転を含む。） 

操業環境の改善を目的として行われる次の移転事業 

①区内への工場移転。なお、工場移転には工場の新増築を伴うものを含む。 

②区内の現工場の改修、増築、又は建替（現工場を取り壊した後、同土地上で行う工

場の新築）に伴う一時移転。ただし、一時移転と現工場への移転がそれぞれ異なる年

度に実施される場合については、年度毎に交付決定を必要とする。  

３ 設備更新・導入事業 

 ① 区内の現工場にある生産に要する設備等の更新。ただし、操業環境改善に著しい

効果が見込まれるものに限る。 

 ② 区内の現工場にある生産に要する設備に取り付ける装置又は工場の敷地内に新

たに設置する設備の導入。ただし、操業環境改善に著しい効果が見込まれるものに限

る。 

別表２（第4条第1項関係） 助成対象経費 

１ 工場の改修事業 

① 区内の現工場を改修するために必要な以下の経費 

ア 現工場の改修に係る費用（施工費等） 

イ 建物付帯設備の整備費用（購入費・施工費等） 

ただし、新築工場および既存工場の増築部分に係るものを含まない。 

②区内の移転先工場の改修を行うために必要な以下の経費 

  ア 移転先工場の改修に係る費用（施工費等） 

  イ 移転先工場に係る建物付帯設備の整備費用（購入費・施工費等） 

  ただし、新築工場及び移転先工場の増築部分に係るものを含まない。 

  ＊「建物付帯設備」は、操業時の騒音・振動対策に必要な設備、防脱臭設備、

工場排煙の浄化、軽減設備等操業環境の改善に必要な設備のうち建物から

容易に移動又は取外しができないものをいう。 



２ 工場の移転事業 （一部移転を含む。） 

① 区内への工場移転に必要な以下の経費 

ア 機械等設備の輸送に係る費用（運搬費・保険費等） 

イ 機械等設備の設置に係る費用（分解・組立・校正費等） 

② 区内の現工場の改修、増築、又は建替（現工場を取り壊した後、同土地上で

行う工場の新築）に伴う一時移転に必要な以下の経費 

ア 改修等施工期間中の一時移転に係る都内貸工場の賃借費 

 イ 一時移転に伴う機械等設備の輸送に係る費用（運搬費・保険費等） 

 ウ 一時移転に伴う機械等設備の設置に係る費用（分解・組立・校正費等） 

３ 設備更新・導入事業 

 ① 区内の現工場にある生産に要する設備等の更新に必要な以下の経費 

  ア 機械等設備の更新に係る費用（購入費・施工費等） 

  イ 機械等設備の設置に係る費用（分解・撤去費等） 

 ②区内の現工場にある生産に要する設備に設置する機械の導入又は工場の敷地

内に新たに設置する設備に必要な経費 

  ア 機械の導入に係る経費（購入費・施工費等） 

＊別表２に掲げる補助対象経費のうち、次に掲げる経費は補助対象としない。  

(１)消費税及び地方消費税 

(２)飲食代と認められるもの 

(３)リース等について、助成対象期間外の期間に係るもの 

(４)委託契約において、委託先の資産となるもの 

(５)見積書、契約書、仕様書、納品書、請求書、振込控、領収書等の帳簿類

が不備なもの 

(６)助成対象事業以外の事業と混同して支払が行われており、助成対象事業

に係る経費が区分できないもの 

(７)手形、小切手またはクレジットカードにより支払が行われている経費 

(８)契約から支払までの一連の手続きが助成対象期間内に行われていないもの 

(９)その他区長が助成対象外経費と認める経費 



様式第 1号（第 6条関係） 

                                         年  月  日 

品川区長 殿 

                           所在地（〒       ） 

                           企業名 

                           代表者役職・氏名           印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金交付申請書（単年度用） 

 品川区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 6条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

１ 助成対象事業（○で囲む） 工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

２ 事業実施期間          平成  年  月  日から  年  月  日まで 

３ 総事業費（税込）            合計          円 

４ 助成対象経費（税抜）          合計          円 

５ 助成金交付申請額            合計          円 

６ 申請状況 

現在この助成金以外で申請している助成対象事業 

申請先 助成対象事業名 テーマ・内容 助成金申請額 本申請との関係 

円 同一・否 

円 同一・否 

国・都・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去 5年間について直近のものから記入） 

年度 申請先 助成対象事業名 テーマ・内容 助成金額 

円

円

【●●区市町村使用欄】 

添付書類の確認 

 企業概要（パンフレット）  計画概要資料（工場の位置図、写真等） 

（法人）法人登記事項証明書及び定款の写し 

（個人）商号登記に係る登記事項証明書の写し 
 経費積算に係る見積書 

決算報告書、貸借対照表及び損益計算書（●期分）  工場設置認可書の写し 

納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記

載した申立書（●期分） 

建築概要書の写し（改修事業、移転事業の場合に

添付すること。） 

受付№  

受付年月日 平成 年 月 日 

受付担当者  



様式第 1号（第 6条関係） 

                                         年  月  日 

品川区長 殿 

                           所在地（〒       ） 

                           企業名 

                           代表者役職・氏名           印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金交付申請書（複数年度用） 

 品川区区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 6条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

１ 助成対象事業（○で囲む）    工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

交 付 申 請 年 度 （全 体 計 画） 

２ 事業実施期間  平成  年  月  日から 平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 平成  年  月  日まで 

３ 総事業費（税込）  合計          円 合計          円 

４ 助成対象経費（税抜）  合計          円 合計          円 

５ 助成金交付申請額  合計          円 合計          円 

６ 申請状況 

現在この助成金以外で申請している助成対象事業 

申請先 助成対象事業名 テーマ・内容 助成金申請額 本申請との関係 

円 同一・否 

円 同一・否 

国・都・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去 5年間について直近のものから記入） 

年度 申請先 助成対象事業名 テーマ・内容 助成金額 

円

円

【●●区市町村使用欄】 

添付書類の確認 

 企業概要（パンフレット）  計画概要資料（工場の位置図、写真等） 

（法人）法人登記事項証明書及び定款の写し 

（個人）商号登記に係る登記事項証明書の写し 
 経費積算に係る見積書 

決算報告書、貸借対照表及び損益計算書（●期分）  工場設置認可書の写し 

納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記

載した申立書（●期分） 

建築概要書の写し（改修事業、移転事業の場合に

添付すること。） 

受付№  

受付年月日 平成 年 月 日 

受付担当者  



別紙1

ア　事業者の概要
ふりがな （役職）

企業名

〒

設立年月日 資本金

人

人

0 人

大企業
該当は○

① 【　　　】 ％

② 【　　　】 ％

③ 【　　　】 ％

④

〒

FAX番号

主な生産・
取扱製品

株主等一覧表
※出資比率の
高いものから
記載

事業所

事務担当者

ふりがな

氏名

部署

ほか（　　　　　　）社・社

メールアドレス

名称

従業員数
（申請日現在）

業種

（日本標準産業分類、中分類）

本社所在地

　　　　　年　　　月　　　日

合計

事業計画書

代表者
氏名

所在地

役職

工場の有無

有・無

有・無

有・無

出資比率

万円

株主名又は出資者名 所在地

電話番号

正社員

パート



別紙2

イ　事業概要

所在地

所有形態 自社所有 ・ 賃貸 用途地域

敷地面積 ㎡ 建築面積 ㎡

延べ床面積 ㎡ うち生産施設面積 ㎡

建築構造 造 階建

契約予定日 【事業開始日】

工事等開始予定日

工事等完了予定日

操業再開予定日 （操業を全部又は一部中断する場合）

支払予定日 【事業終了日】

有　・　無 ※どちらかに○をつけてください。

【有の場合】

〒

賃貸借契約予定日

賃借予定期間 ～　　　　　年　　月　　日 　　　　　年　　月　　日

⑥効果

　　　　　年　　月　　日

　　　　　年　　月　　日

　　　　　年　　月　　日

⑤工事期間中の貸工場の利用

貸工場の所在地

　　　　　年　　月　　日

①事業の目的（現在の操業環境を踏まえ具体的に記載）

②事業の内容（改修の内容、移転先工場の概要、更新・導入設備の内容等を詳細に記載）

③現工場の概要　※工場の位置図、現況写真（外部・内部）を添付

④事業スケジュール

　　　　　年　　月　　日

　　　　　年　　月　　日



別紙3

ウ　実施計画（スケジュール）

※作業項目の欄に具体的な作業を記入し、その実施期間を横線で示してください。

※記入欄が足りない場合は、適宜行を追加して記入してください。

月

上段：作業項目
年度

備考
月 月 月

11

12

月 月

5

6

7

8

9

10

下段：発注先・委託先

1

2

3

4



別紙4

エ　資金計画
【収入の部】 （単位：円）

区分

自己資金
（補助金分も含む）

円

借入金 円

その他 円

合計 0 円

【支出の部】 （単位：円）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 0 円 0 円

上限○○○万
円

（千円未満切捨
て）

備考

0
合計

総事業費額 助成対象経費額 交付申請額

経費名称
助成対象経費
（税抜）

金額

事業費
（税込）

資金の調達先（金融機関名等を具体的に記入してください。）



様式第 2号（第 8条第 2項関係） 

                                       第       号 

                                       平成  年 月 日 

 様 

                                    品川区長     印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金交付可否決定通知書 

    年  月  日付申請のあった品川区ものづくり企業立地継続助成金の交付について、品川区ものづ

くり企業立地継続助成金交付要綱第 8条の規定に基づき、下記のとおり決定したので通知します。 

記 

  １ 決定内容   

（１）助成金交付の可否                （ 可 ・ 否 ） 

   （２）助成事業    工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

   （３）助成金交付申請額（１千円未満切捨て）                円 

   （４）交付決定額（１千円未満切捨て）                   円 

  ２ 交付条件（交付しない理由） 



様式第 3号（第 10条第 1項関係）                          年  月  日  

品川区長 殿 

                           所在地（〒       ） 

                           企業名 

                           代表者役職・氏名           印 

 品川区ものづくり企業立地継続助成金 助成事業変更等承認申請書 

    年  月  日付第  号で交付決定を受けた品川区ものづくり企業立地継続助成金について、下記

の理由により助成事業を変更（＊中止）したいので、品川区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 10 条

第 1項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

 １ 変更（＊中止）する事業  工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

 ２ 変更（＊中止）する内容 

３ 変更（＊中止）する理由 

 ４ 変更（＊中止）予定年月日   

 ５ 添付書類 

※ 上記下線部は、「変更」・「中止」のうち該当しないものを削除すること。 



様式第 3号の 2（第 10条第 3項関係） 

                                      第       号 

                                      平成  年 月 日 

 様 

                                    品川区長      印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金 助成事業変更等承認(＊不承認)通知書 

    年  月  日付第  号により交付決定した品川区ものづくり企業立地継続助成金に係る助成事

業について、品川区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 10条第 1項の規定に基づき、審査した結果、

下記のとおり承認（＊不承認）したので通知します。 

記 

   １  助成対象事業    工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

   ２  承認（＊不承認）の内容 

   ３  承認（＊不承認）の理由 

※ 下線部については、該当しないものを削除すること



様式第 4号（第 11条関係） 

                                         年  月  日 

品川区長 殿 

                           所在地（〒       ） 

                           企業名 

                           代表者役職・氏名           印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金 助成事業実績報告書 

年  月  日付 第  号により交付決定を受けた品川区ものづくり企業立地継続助成金の助

成事業について、  年  月  日に完了しましたので、要綱第 11 条の規定に基づき、下記の関係書

類を添えて報告します。 

記 

   １ 助成対象事業    工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

   ２ 実施期間        年  月  日（契約日） ～    年  月  日（支払日） 

   ３ 実施報告書（別紙１） 

   ４ 収支決算書（別紙２） 

   ５ 提出書類  

    ①助成対象事業の実施に係る見積書、契約書、納品書、請求書、領収書等 

    ②事業完了を明らかにするもの（図面、写真等） 

    ③工場（変更）認可書の写し、登記簿謄本（法人・個人ともに、履歴事項全部証明書）、 

定款の写し（法人のみ） 

     ※新規立地の場合のみ 



別紙1

1　実施内容（申請内容と対応させて、実際の事業実施状況等について記載してください。）

2　事業成果
操業環境改善事業により得られた環境改善の成果等について、具体的に記載してください。

実施内容

実　施　報　告　書

実施時期



別紙2

【収入の部】 （単位：円）

区分

自己資金
（補助金分も含む）

円

借入金 円

その他 円

合計 0 円

【支出の部】 （単位：円）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 0 円 0 円

金額 資金の調達先（金融機関名等を具体的に記入してください。）

経費名称
事業費
（税込）

助成対象経費
（税抜）

備考

収　支　決　算　書

合計

総事業費額 助成対象経費額 交付申請額 上限○○○万
円

（千円未満切捨
て）

0



様式第 5号（第 12条第 1項関係）    

                                     第       号 

                                     平成  年 月 日 

 様 

                                    品川区長      印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金交付額確定通知書 

    年  月  日付第  号により交付決定した品川区ものづくり企業立地継続助成金については、実

績報告書を審査した結果、下記のとおり助成金額を確定したので、品川区ものづくり企業立地継続助成金交

付要綱第 12 条第 1項の規定に基づき通知します。 

記 

   １ 確定額について 

     交付決定額（１千円未満切捨て）                   円 

     確定額（１千円未満切捨て）                     円 

   ２ その他 

     助成金の請求については、   年   月   日までに行ってください。 



様式第 6号（第 14条第 2項関係）                         年  月  日 

品川区長 殿 

品川区ものづくり企業立地継続助成金交付請求書 

              金              円 

   年  月  日付第  号により交付金額の確定を受けた品川区ものづくり企業立地継続助成金に

ついて、品川区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 14 条第 2 項の規定に基づき、下記のとおり請求し

ます。 

                         （請求者） 

所在地（〒       ） 

                          企業名 

                          代表者役職・氏名           印 



様式第 7号（第 17条第 1項関係） 

                                         年  月  日 

品川区長 殿 

                           所在地（〒       ） 

                           企業名 

                           代表者役職・氏名           印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金 操業状況報告書 

年  月  日付第  号により交付決定を受けた品川区ものづくり企業立地継続助成金につい

て、品川区ものづくり企業立地継続助成金交付要綱第 17 条第 1 項の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 

記 

※添付書類   

    ①納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書（直近のもの） 

    ②決算報告書及び貸借対照表及び損益計算書（いずれも直近のもの） 

    ③その他、報告書に記載された実績や効果を裏付ける資料 

   ※場合によっては現地確認させていただくことがあります。 

助成対象事業 工場の改修事業  工場の移転事業  設備の更新・導入事業 

操業状況等  

その他 

特記事項 



様式第 8号（第 20条第 3項関係）  

 年   月   日 

品川区長 殿 

所在地（〒       ） 

                             企業名 

                             代表者役職・氏名           印 

品川区ものづくり企業立地継続助成金に係る取得財産等処分承認申請書 

年度品川区ものづくり企業立地継続助成金により取得した取得財産等の処分について、品川区もの

づくり企業立地継続助成金交付要綱第 20 条第 3項の規定により、下記のとおり申請する。 

記 

１ 処分予定の取得財産等に係る補助事業の名称 

２ 処分予定の取得財産等の品目及び取得年月日 

３ 処分予定の取得財産等の取得価格（効用の増加した価格）及び時価 

４ 処分予定の取得財産等の設置場所 

５ 処分予定方法 

６ 処分予定理由 


